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メキシコ：運命の「2 月 1 日」を迎えて～関

税合戦は持続可能か～ 

 

現地時間 2 月 1 日、トランプ米大統領は、カナダとメキシコに 25％の関税、中

国に 10％の関税を課す大統領令に署名した。実際の発効は 4 日の未明（日本

時間 4 日 14 時頃）に予定されている。なお、カナダへの関税賦課においては、

エネルギー製品に関しては 10％と低く設定されていることは注目に値する。トラ

ンプ政権としても、支持率維持の観点からエネルギー価格上昇は避けたいの

だろう。既報の通り、カナダの米国向け輸出の最大項目は石油である。それが

10％の関税に設定されている以上、もし 1 日公表の関税方針が長引いた場

合、経済への影響はメキシコのほうがより大きいだろう。 
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そうでなくとも、カナダとメキシコに 25％の関税、中国に 10％の関税が広く賦課

された場合、2027 年時点のメキシコ GDP に関し、関税がないベースライン対比

で▲3.8％減少するという試算もある（*）。なお、カナダは▲1.2％、米国は▲

1.1％と試算されており、米国物価に関しては+0.9％のインパクトがあると試算さ

れている。関税が長引いた場合、最大の被害者はメキシコになるのだろう。ただ

し、米国も無傷ではいられない。実際、米国の自動車産業はそのサプライチェ

ーンの多くをメキシコの安価な労働力に依存している。 

米産業界も黙っていはいない。米住宅建築業者協会（NAHB）は早速、「25% 
Tariff Hike on Canadian and Mexican Goods Harms Housing Affordability」と題
した文書を公表している。要旨をまとめれば、トランプ氏は就任初日に、住宅供

給を増やし住宅価格を引き下げるとする大統領令を発令したが、カナダとメキ

シコへの関税賦課はこれに反している、というものだ。そのうえで、「関税措置を

再考するように求める」と注文を付けている。全米鉄鋼労働組合も、「カナダを

責め立てることは前進への道のりではない」「カナダへの関税賦課を撤回してほ

しい」と表明している。同様の動きは今後も見られるだろう。 

トランプ氏の署名を受け、カナダとメキシコの元首は早速反応を見せている。具

体的には、カナダのトルドー首相（辞意表明済み）は、「カナダには準備がある」

と情報発信している。メキシコのシェインバウム大統領も、「関税は問題解決に

ならない」としつつ、「経済大臣に報復関税を含めた対応計画の開始を指示し

た」と表明した。従前から両国は報復関税を示唆していたが、それを改めて示し

た格好だ。なお、トランプ氏が署名した命令には、対抗措置が見られた場合、

更に関税率を引き上げる報復条項が含まれているようだ。各国元首の言がす

べて正しいのであれば、最悪のケースでは北米関税報復合戦が繰り広げられ

ることになるのだろう。 

いずれにしても、一時的であれ関税合戦が発生する可能性は残念ながら高ま

ってしまった。ただし、筆者は、カナダとメキシコへの関税賦課が持続するとは

考えていない。理由はまず、中国と違い、貿易関係の検証が予定されていない

ことだ。既報の通り、米通商代表部（USTR）が調査を行い、4 月 1 日までに中国
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への対応策を作成する。いわゆる「通商法 301 条」に基づいた関税賦課が検討

されている。カナダやメキシコはこれに含まれてはいない。実際今回の措置も、

伝家の宝刀たる「国際緊急経済権限法（IEEPA、通称アイ・イーパ）」が法的根

拠になっている。あくまで、カナダとメキシコに対する関税賦課は、貿易不均衡

ではなく、薬物流入問題・不法移民問題が主要な名目である。ホワイトハウス

も、これらの問題で協力が見られれば関税が解除されると明言している。明らか

に中国とは対応が異なる。よって、短期的には関税報復合戦が起こることは否

定しないが、これが長引くことはメインシナリオとは考えていない。コロンビアとの

一連の交渉と同様、カナダとメキシコが一定の譲歩を見せるかたちで交渉は妥

結に至ると想定している。 

（注）上記は、日本時間 2 月 2 日午前 11 時時点で参照できる情報をもとに作成

している。順次新たな情報が入ってくる可能性が高いので、この点留意された

い 

（*）アジア経済研究所、”トランプ政権の中国・カナダ・メキシコに対する関税政
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